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研究成果の概要（和文）：　東南アジアには多数の日系自動車関連企業が進出し、その拠点数は2000を超える
が、コロナ下で海外調査が中断したこともあり、タイのみで産業集積の研究を行った。群馬・埼玉・神奈川・静
岡・愛知・岡山・広島等の企業城下町を中心に全国からの進出が見られた。タイの企業間関係（系列関係の深
化・非系列関係の探索）では、大手Tier1サプライヤーでは前者の深化が多く、中小Tier1およびTier2では後者
の探索が見られた。しかしタイの非系列取引が国内取引へ波及することは少なく、Tier1よりもTier2で多い。ま
た国内マザー工場への影響としては、電動化への開発強化とマザー工場での自動化が強化されていた。

研究成果の概要（英文）：A large number of Japanese automotive suppliers have established operations 
in Southeast Asia, with more than 2,000 bases.　Due to the COVID-19 we investigated  industrial 
clusters only in Thailand. Our study found that Japanese suppliers have built factories  and these 
companies come from towns which have assemble factories in  Gunma, Saitama, Kanagawa, Shizuoka, 
Aichi, Okayama, Hiroshima, and others. Looking at buyer-supplier relationships in Thailand 
(exploitation of existing Keiretsu relationships and exploration of non-Keiretsu relationships), 
there was a tendency for major Tier 1 suppliers to exploit their keiretsu relationships and for 
small and medium-sized Tier 1 and Tier 2 suppliers to explore non-keiretsu relationships. 
The effect of overseas expansion on R&D activities and mother factories in Japan , there was a 
tendency to strengthen the technologies  to response to electric vehicles and  automation of 
production to reduce the labor cost.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義としては、海外における産業集積の形成理由について、各自動車メーカーの系列と企業城下町の移転
として検討した点にある。また海外拠点での系列を超えた取引関係（探索）を進めることで、日本国内での取引
拡大するという波及効果について、Tier1とTier2サプライヤーの間で起こりうることを解明し、その理由につい
ても考察した点にある。また海外での取引拡大とマザー工場での開発強化は、取引の探索活動をテコとした本国
での探索活動であるといえる。社会的意義としては、アセアンの日系企業の実態を示したこと、日本本国・海外
拠点が共に取引の深化、生産技術の深化となると行き詰まる可能性を指摘したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）産業集積の形成に関する先行研究 

既存の産業集積研究は企業間分業（Piore&Sabel,1984）、地域基盤の産業システム

（Saxenian,1994）、集積内部の取引慣行（加藤、2009）など複数の視点から多数の研究があるが、

その多くは静態的分析である。産業集積の形成過程の研究では、オースティン(福嶋、2013)、ボ

ローニャ（稲垣、2003）等の事例があり、スピンオフの視点から検討している。 

一方、本研究における産業集積の形成メカニズムの解明は、海外の日系企業の生産拠点を通じ

て形成された産業集積である。日本の製造業が東南アジアに生産拠点を構築する中で、タイとイ

ンドネシアを中心に、日系自動車部品サプライヤーによる自動車産業集積が形成された。 

（2）進出国での取引関係の変容と本国の取引関係の変容との関係に関する先行研究 

進出国での取引関係の変容が、本国の取引関係の変容にもたらす影響については、直接的な先

行研究は見当たらない。自動車の系列取引の研究蓄積は多いが（浅沼、1997）、海外にサプライ

チェーンが拡大し、現地で新たな取引関係が生まれているが、海外取引と国内取引の関係は検討

されていない。ASEAN 内では日系企業同士に加えて、地場企業との競争もある中で、企業系列を

越えた取引関係も生じており、その取引関係は日本にも波及している可能性がある。 

(3) 海外拠点の取引を通じた国内の取引関係の変容が日本のマザー工場に与える影響と、日本

の産業集積の変容についての先行研究 

日本企業の海外生産展開が本国産業構造に与える影響を検討した研究（天野 2005）では、本

国と進出国との工程間分業、製品間分業、技術格差を基にした補完関係・棲み分け関係を基に、

電器産業のデータで提示した。本研究の自動車産業の場合、本国と進出国の工程間分業・製品間

分業は限定される。本国と進出国間には、技術格差を基にした開発・生産機能があり、開発と生

産技術で本国と進出国では格差が大きく、両者には補完関係がある。 

以上の先行研究に基づくと、進出国での取引関係の変容が、本国での取引関係（系列）に変化

をもたらす場合、日本での受注量が変化すると共に、マザー工場では生産技術の高度化が起きる

可能性がある。海外拠点での取引関係の変容が、国内の取引関係に変容をもたらし、マザー工場

の高度化と開発機能の強化と共に、自動化による生産現場の人員削減等が予想された。 
 
２．研究の目的 
本研究の研究課題は、①「海外に展開した日系企業によって形成された産業集積が、どのよう

な分業体制を構築した結果として周辺国に拡大しているのか」、②「日系企業の進出国における

取引関係の変容が、日本本国における取引関係に対して、どのような影響を与えているのか」、

③「②の変容が、日本のマザー工場にどのような影響を与えているのか」の 3点であった。研究

目的はこれらの研究課題について、ASEAN に進出する自動車部品サプライヤーの検討を通じて、

日本の自動車産業集積が変容していることを解明することであった。 
 
３．研究の方法 



まずはマークラインズ社のデータベースをもとに、日系自動車部品の拠点数を整理した。アセ

アン各国の日系自動車関連企業の拠点数は、タイ 1145、インドネシア 475、ベトナム 269、フィ

リピン 184、マレーシア 184 である（2020 年度、マークラインズ社データであるが、非自動車関

係が含まれており、正確な数値ではない。製造拠点以外の販売会社、統括会社を含む）。タイと

インドネシアに主な生産拠点が集中しており、ベトナム、フィリピン、カンボジア等から労働集

約型の部品が供給されている可能性が考えられた。しかしながら、2020 年に生じた Covid-19 の

中で、まずは研究課題①「周辺国への拡大」の解明については中断せざるを得なくなった。 

2019 年度から日本国内とタイでパイロット調査を始めて、国内調査でダイハツ工業、デンソ

ー、マレリ、ミツバ、エイチワン、タイまたはフィリピンに進出する中小企業 6社（群馬 2、愛

知 4）においてデータ収集を行った。海外調査ではタイで 24 社の企業調査を行った（ヨロズ、

武部鉄工所、関東工業、マレリ、池田製作所、美原、トヨタ、デンソー、ジェイテクト、三遠機

材、小楠金属、東洋電産、マツダ（AAT、MPMT）、トーヨーエイテック、デルタ工業、広島アルミ、

広島精密、水島機工、ミヤケ、安田工業、タイサミット、アピコ、アンパス）。しかしながら、

2020 年以降、コロナウィルスのために調査が中断した。2021 年および 2023 年 6-7 月は静岡県

でアセアンに進出する企業を中心にインタビュー調査を行った。2021 年は、富山県高岡市・砺

波市周辺、静岡県浜松市・磐田市周辺に限定した上で、ASEAN に進出している Tier1,Tier2，金

型メーカー、国内に留まっている Tier2 と金型メーカーの調査を行った（タカギセイコー、ASTI、

ムガイ他）、国内企業 5社、金型企業 12 社（海外進出 5社、国内のみ 7社）の合計 25 社である。

2023 年は、静岡県でアセアンに進出した 13 社（渥美工業、イハラ製作所、小楠金属など）、岡

山県で 2社（ヒルタ工業、新興工業）の調査を行った。 

最終年度の 2023 年に、海外調査が再開できたが、時間的制約もあり、インドネシア調査は中

止し、タイに限定して企業調査を行った。具体的には 9月に 30 社（渥美工業、岐阜精機、遠州、

セキデン、プラセス、カナック、西居ファインプレス、東海理化、ビューテック、松本興産、佐

久間特殊鋼、タツム、関東工業、理化 JTW、ミヤマ精工、デンソー、七宝旭、菊和、斎久精機、

タイサミットオート、山本精機、阪口製作所、リバテック、カナエック、タケダ、Tidy Metal,

三ツ矢、サイアム旭、サムテック、マツイ）、11 月に 30 社（アーレスティ、明輝、ニチダイ、タ

イメッキ、東邦メッキ、近藤製作所、佐賀鉄工所、ハイダイ工業、YMPPD、NTPT、国産部品、ア

ステア、リバース、ミヤマ工業、新生モールド、北山ヒート、東北特殊鋼、石光工業、清水工業、

奥田精工、タイサミット明治、ヒロテック、レゾナック、トネックス、ユニバンス、埼玉機器、

今井航空機器、伊勢モールド、ヒロエンジニアリング、桜井 MFG）、2024 年 3 月に 10 社（三菱自

動車、新生化学、新名工業、共栄、日本パーツ、FTS、日新モールド、大川螺子工業、オティッ

クス、サミットオートシート）でインタビューを行った（計 70 社は主に Tier2、Tier3）。 

４．研究成果  

（1）自動車組立工場がある企業城下町からのアセアン進出を調べるとタイへの進出が最も多い。

群馬県からはタイ 19 社、インドネシア 7社、ベトナム 10 社、フィリピン 8社であり、Tier1 企

業の比率が低いが、フィリピンに進出する企業の比率は高い。埼玉県からはタイ 50 社、インド



ネシア 20 社、ベトナム 15 社、フィリピン 15 社で、ホンダ系大手 Tier1 が含まれる。静岡県か

らはタイ 65 社、インドネシア 54 社、ベトナム 22 社、フィリピン 10 社であり、タイに次いでイ

ンドネシア進出が多い理由は、ヤマハ系二輪サプライヤーを含むためである。タイへの進出はホ

ンダ Tier1 が多いが、トヨタ系、日産系もあり、Tier2 を多数含む。愛知県からはタイ 140 社、

インドネシア 82 社、ベトナム 47 社、フィリピン 19 社であり、トヨタ系 Tier1 だけではなく大

手 Tier1 デンソー、ジェイテクト、東海理化等の傘下の Tier2 が多数含まれる。岡山県からはタ

イ 16 社、インドネシア 13 社、ベトナム 3 社であり、タイ・インドネシア進出の多くは三菱系

Tier1 である。広島県からはタイ 27 社、インドネシア６社、ベトナム５社、フィリピン４社で

あり、マツダ系が多い。6県の合計は約 320 社であり、これに神奈川県（未集計）を合わせると

350 社以上になると予想される。前述の 1145 拠点の内、複数拠点をもつ企業を除いても、主要

7県からの進出は 30％程度を占めるだろう（東京本社であるが、主力工場は企業城下町周辺にあ

る企業を加えると更に多くなる）。このように企業城下町からホンダ、日産、いすゞ、トヨタ、

三菱、マツダの系列 Tier1 とその系列の Tier2 がともに進出した結果、タイに巨大な産集積が形

成されたといえる（インドネシアではトヨタ、ダイハツ、三菱、ホンダの系列 Tier1 が中心であ

るが、Tier2 は少ない分、進出企業総数はタイの半分以下となる）。 

（2）進出国での取引関係の変容が、本国の取引関係の変容にもたらす影響としては、Tier1 よ

りも Tier2 において本国への波及効果がある。開発機能が日本本国にある前提であるために、自

各自動車メーカーと系列 Tier1 の関係は一体化しており、日本での系列関係を基にタイで生産

されている。仮にタイでの取引関係を築いたとしても、日本での系列関係の壁が大きく、取引を

拡大するのは難しい。一方で、Tier2 の場合は、日本での系列関係を越えていく事例も見られた。

海外拠点は自由競争の余地がある中で、海外での人脈をもとに日本本社へ営業をかけて取引拡

大となることもあり得る。鋳物、鍛造、機械加工や熱処理のような特殊工程では、開発案件は少

ない分、切替えが起きやすいのかもしれない。国内の既存 Tier2 の存続が危ぶまれる中で、海外

拠点をもつ Tier2 への再編が起きている可能性がある。 

（3）海外拠点の取引を通じた国内の取引関係の変容が日本のマザー工場に与える影響と、日本

の産業集積の変容については、近年の電動化の流れの中で、エンジンからバッテリー関係の需要

を狙った技術開発が見受けられた。ただし、エンジンやトランスミッション関係の精密切削加工

部品では、電動化への対応が難しく、タイから Tier1 顧客を通じて輸出を拡大するしかなく、異

分野進出（農機等）にも限界があり、日本本体はジリ貧傾向にある。一部の Tier2 では金型企業

を子会社化することで付加価値の取り込みを図っていたが、電動化の影響が少ないボディプレ

ス部品、足回り部品についは変容が少ない傾向にある。また工程間分業や製品間分業としては、

タイ拠点の需要が少ないために日本本国から生産を委託する場合と、小物部品については日本

で集中生産後に輸出したり、金型は日本でつくったりする場合も見受けられた。そこにはノウハ

ウ流出を防ぐと共に、日本国内に開発機能を残す意図があると考えられる（ただし、金型メーカ

ーでは工程間分業は見られなかった。日本国内の空洞化の中で、日本で設計開発機能を維持しつ

つも、タイでの金型生産を強化する動きも見られた）。また、全体的に自動化は進んでいるが、



半自動化の工程について更なる自動化を進めている傾向にある（人手不足が背景にある）。前述

の（2）と合わせて考えると、Tier2 では再編が起きており、工程を内製したり Tier3 を子会社

化したりすることで、産業集積は縮小していく可能性が高いといえるだろう。 

（4）今後の展望としては、コロナ下でインタビュー調査を延期せざるを得なかったこともあり、

過去の国内調査および 2023 年 9 月、11 月、2024 年 3月の調査結果を踏まえて、さらに詳しく検

討する必要がある。追加的なインタビュー調査によるデータ収集も行いながら、ワーキングペー

パーや紀要論文としてまとめた上で、最終的には学術著書として出版を検討している。 
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